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長泉町における総合事業の人員・設備・運営の基準について 

１ 各サービスの基準 

① 訪問型サービスの基準 

 現行の予防給付相当サービス 

実施方法 事業者指定 

サービス提供

者（例） 

訪問介護員（訪問介護事業者） 

基準 予防給付の基準を基本とする 

管理者 常勤・専従１名 

（ただし、支障のない場合、当該事業所の訪問

介護員としての職務又は同一敷地内にある他

の事業所、施設の職務との兼務を可とする） 

従業者人数 常勤換算２．５人以上 

従業者資格 ①介護福祉士 ②介護職員初任者研修等修了者 

サービス提供

責任者の資格 

常勤の訪問介護員等のうち、利用者40人に1

人以上 

資格要件：①介護福祉士、②実践者研修修了者、

③３年以上の経験を有する初任者研修帳修了

者 

設備 ・事業の運営に必要な広さを有する専用の区画 

・必要な備品、設備 

運営 ・個別サービス計画の作成 

・運営規程等の説明・同意 

・提供拒否の禁止 

・訪問介護員等の清潔の保持・健康状態の管理 

・従業者又は従業者であった者の秘密保持等 

・事故発生時の対応 

・廃止・休止の届出と便宜の提供等 

（現行の基準と同様） 
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② 通所型サービスの基準 

 現行の介護予防給付相当サービス 通所型サービスA(基準緩和型) 

実施方法 事業者指定 事業者指定 

サービス提供

者（例） 

介護予防通所介護事業所の従業者（介護従事

者） 

介護予防通所介護事業所の従事者及び介護

部門新規参入事業者（NPO,ボランティア等） 

基準 予防給付の基準を基本とする 人員等を緩和した基準 

管理者 常勤・専従１名 

（支障がない場合、他の職種、同一敷地内の

他事業所等の職務に従事可能） 

専従１名（非常勤も可） 

（支障がない場合、他の職種、同一敷地内の

他事業所等の職務に従事可能） 

生活相談員 専従1人以上※ － 

看護職員 専従１人以上 － 

機能訓練指導員 １人以上 － 

従業者人数 利用者15人までは専従１人以上※ 

利用者数16人以上は、上記に加え利用者1

人につき専従0.2人以上 

 

利用者15人までは専従１人以上 

利用者数16人以上は、上記に加え利用者1

人につき専従0.1人以上 

設備 ・食堂・機能訓練室（3㎡×利用定員以上） 

・静養室・相談室・事務室 

・消火設備その他の非常災害に必要な備品 

・必要なその他の設備・備品 

・サービスを提供するために必要な場所 

（２㎡×利用定員以上） 

・サービスを提供するために必要な設備・備

品 

運営 ・個別サービス計画の作成 

・運営規程等の説明・同意 

・提供拒否の禁止 

・従業者の清潔の保持・健康状態の管理 

・従業者又は従業者であった者の秘密保持等 

・事故発生時の対応 

・廃止・休止の届出と便宜の提供 等 

（現行の基準と同様） 

・個別サービス計画の作成 

・運営規程等の説明・同意 

・提供拒否の禁止 

・従業者の清潔の保持・健康状態の管理 

・従業者又は従業者であった者の秘密保持等 

・事故発生時の対応 

・廃止・休止の届出と便宜の提供 

 

  ※生活相談員・介護職員の 1人以上は常勤 
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２ 通所型サービスを一体的に提供する場合について 

 

通所介護と通所型サービスを一体的に提供する場合の介護給付の基準は以下のとおりとなります。 

 

①通所介護と現行相当の通所型サービスを同一単位で一体的に提供する場合 

  現行の通所介護と介護予防通所介護を一体的に提供する場合と考え方は同じです。 

②通所介護と通所型サービス A（基準緩和型）を同一単位で一体的に提供する場合 

  同時に同じ場所で一体的に提供する場合を指します。 

  人員基準：介護給付（又は現行相当の通所型サービス）と通所型サービス A(基準緩和型)とで、それぞ

れ介護職員等を専従で置く必要があります。その他の人員基準も異なります。 

  設備基準：介護給付（又は現行相当の通所型サービス）と一体的に提供する場合は、通所型サービスA

の必要面積は緩和されず、介護給付（又は現行相当の通所型サービス）と同じ基準が適用さ

れ、それぞれ３㎡×利用定員以上の面積が必要です。 

③通所介護と通所型サービス A(基準緩和型)を単位を分けて提供する場合 

 曜日・時間・部屋（パーテーション等で区切る場合も含む）のいずれかを分けて提供する場合を指します。 

人員基準：②と同様に、介護給付（又は現行相当の通所型サービス）と通所型サービスAでそれぞれ介

護職員等を専従で置く必要があり、人員基準も異なります。 

設備基準：介護給付（又は現行相当の通所型サービス）と通所型サービスAとで異なる基準となり、介

護給付（又は現行相当の通所型サービス）は３㎡×利用定員以上、通所型サービスAは緩和

され、２㎡×利用定員以上になります。 

 

 

※指定居宅サービスと指定介護予防サービス等の一体的運営等については、『指定居宅サービス等及び指定介

護予防サービス等に関する基準について（平成11年9月17日老企第25号厚生省老人保健福祉局企画

課長通知）』を参照。 
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通所介護と通所型サービスを一体的に提供する場合の介護給付の基準 

指定基準 
通所介護と現行相当の通所型サービスを同一単位で一体的

に提供 

通所介護と通所型サービス A(基準緩和型)を同一単位で一

体的に提供 

通所介護と通所型サービス A(基準緩和型)を単位を分けて

実施 

人 

員 

基 

準 

考
え
方 

従業者が専従要件を満たしているとみなし、 

要支援者（事業対象者）と要介護者を合わせた数で介護給

付の基準を満たす必要がある 

従業者が専従要件を満たしているとみなし、 

要介護者数だけで介護給付の基準を満たし、要支援者（事

業対象者）にはサービス Aの基準を満たす必要がある 

従業者が専従要件を満たしているとみなせないため、 

要介護者数だけで介護給付の基準を満たし、要支援者（事

業対象者）には別にサービス Aの基準を満たす必要がある 

介
護
給
付
の
基
準 

・管理者 常勤・専従１人以上 

 ※支障がない場合、 

同一敷地内の他の事業所等の職務に従事可 

・生活相談員 専従１人以上 

・看護職員 専従１人以上 

・介護職員 ～15人 専従１人以上 

       16人～ 利用者1人に専従 0.2以上 

（生活相談員・介護職員の 1人以上は常勤） 

・機能訓練指導員 1人以上 

・管理者 常勤・専従１人以上 

 ※支障がない場合、 

同一敷地内の他の事業所等の職務に従事可 

・生活相談員 専従１人以上 

・看護職員 専従１人以上 

・介護職員 ～15人 専従１人以上 

       16人～ 利用者1人に専従 0.2以上 

（生活相談員・介護職員の 1人以上は常勤） 

・機能訓練指導員 1人以上 

・管理者 常勤・専従１人以上 

 ※支障がない場合、 

同一敷地内の他の事業所等の職務に従事可 

・生活相談員 専従１人以上 

・看護職員 専従１人以上 

・介護職員 ～15人 専従１人以上 

       16人～ 利用者 1人に専従 0.2以上 

（生活相談員・介護職員の 1人以上は常勤） 

・機能訓練指導員 1人以上 

総
合
事
業
の
基
準 

・管理者 常勤・専従１人以上 

 ※支障がない場合、 

同一敷地内の他の事業所等の職務に従事可 

・生活相談員 専従１人以上 

・看護職員 専従１人以上 

・介護職員 ～15人 専従１人以上 

       16人～ 利用者1人に専従 0.2以上 

（生活相談員・介護職員の 1人以上は常勤） 

・機能訓練指導員 1人以上 

・管理者 専従１人以上 

 ※支障がない場合、 

同一敷地内の他の事業所等の職務に従事可 

 

 

・従事者  ～15人 専従１人以上 

       16人～ 利用者1人に専従 0.1以上 

 

・管理者 専従１人以上 

 ※支障がない場合、 

同一敷地内の他の事業所等の職務に従事可 

 

 

・従事者  ～15人 専従１人以上 

       16人～ 利用者 1人に専従 0.1以上 

 

具
体
例 

【例】利用者が要介護者 20人、要支援者 10人の場合 

 ⇒介護職員 4人以上 

【例】利用者が要介護者 20人、要支援者 10人の場合 

 ⇒介護職員 ２人以上 ＋ 1人以上 

【例】利用者が要介護者 20人、要支援者 10人の場合 

  ⇒介護職員 ２人以上 ＋ １人以上 
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指定基準 
通所介護と現行相当の通所型サービスを同一単位で一体的

に提供 

通所介護と通所型サービス A(基準緩和型)を同一単位で一

体的に提供 

通所介護と通所型サービス A(基準緩和型)を単位を分けて

実施 

設 

備 

考
え
方 

現行と同様、要支援（事業対象者）と要介護者を合わせた数で介護給付の基準を満たす 介護給付と通所型サービスAそれぞれの基準を別に満たす 

介
護
給
付
の
基
準 

・食堂・機能訓練室（３㎡×利用定員以上） 

・静養室・相談室・事務室 

・消火設備その他の非常災害に必要な設備 

・必要な設備・備品 

・食堂・機能訓練室（３㎡×利用定員以上） 

・静養室・相談室・事務室 

・消火設備その他の非常災害に必要な設備 

・必要な設備・備品 

・食堂・機能訓練室（３㎡×利用定員以上） 

・静養室・相談室・事務室 

・消火設備その他の非常災害に必要な設備 

・必要な設備・備品 

総
合
事
業
の
基
準 

・食堂・機能訓練室（３㎡×利用定員以上） 

・静養室・相談室・事務室 

・消火設備その他の非常災害に必要な設備 

・必要な設備・備品 

・食堂・機能訓練室（３㎡×利用定員以上） 

・静養室・相談室・事務室 

・消火設備その他の非常災害に必要な設備 

・必要な設備・備品 

・サービスを提供するために必要な場所 

（２㎡×利用定員以上） 

・サービスを提供するために必要な設備・備品 

運 

営 

介
護
給
付
の
基
準 

・個別サービス計画の作成 

・運営規程等の説明・同意 

・提供拒否の禁止 

・従業者の清潔の保持・健康状態の管理 

・従業者又は従業者であった者の秘密保持等 

・事故発生時の対応 

・廃止・休止の届出と便宜の提供 等 

・個別サービス計画の作成 

・運営規程等の説明・同意 

・提供拒否の禁止 

・従業者の清潔の保持・健康状態の管理 

・従業者又は従業者であった者の秘密保持等 

・事故発生時の対応 

・廃止・休止の届出と便宜の提供 等 

・個別サービス計画の作成 

・運営規程等の説明・同意 

・提供拒否の禁止 

・従業者の清潔の保持・健康状態の管理 

・従業者又は従業者であった者の秘密保持等 

・事故発生時の対応 

・廃止・休止の届出と便宜の提供 等 

総
合
事
業
の
基
準 

・個別サービス計画の作成 

・運営規程等の説明・同意 

・提供拒否の禁止 

・従業者の清潔の保持・健康状態の管理 

・従業者又は従業者であった者の秘密保持等 

・事故発生時の対応 

・廃止・休止の届出と便宜の提供 等 

 

・個別サービス計画の作成 

・運営規程等の説明・同意 

・提供拒否の禁止 

・従業者の清潔の保持・健康状態の管理 

・従業者又は従業者であった者の秘密保持等 

・事故発生時の対応 

・廃止・休止の届出と便宜の提供 等 

 

・個別サービス計画の作成 

・運営規程等の説明・同意 

・提供拒否の禁止 

・従業者の清潔の保持・健康状態の管理 

・従業者又は従業者であった者の秘密保持等 

・事故発生時の対応 

・廃止・休止の届出と便宜の提供 等 
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